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将来世代に対する私たちの責任～ IPCC 統合報告書の公表を機に

田崎　智宏

今月の
テーマ

3 月 20 日、IPCC（気候変動に関する政府
間パネル）はこれまでに発表された 3 つの
ワーキンググループによる第 6 次評価報告
をまとめた統合報告書を公表した（和訳版

は 4 月下旬頃に環境省ウェブサイトに公表
予定）。前回の統合報告書が公表されたのが

2014 年なので、9 年ぶりとなる最新の科学
的知見である。

要点は、人間活動が地球温暖化の原因で

あることに疑いはないこと、これまでに発

表された各国の排出削減量では 21 世紀中に
温暖化が 1.5℃を超える可能性が高いこと、
気候関連リスクの多くは前回の評価よりも

悪くなっており、現在観測されている影響

よりも数倍大きな影響をもたらすことなど

である。私の同僚である気候変動影響の研

究者の計算によれば、私たち日本人がこれ

までに全く経験したことのないような暑い

日、つまり猛暑日よりもさらにグレードが

増す超極暑日を、これから生まれてくる世

代は生涯にわたって 400 日以上も経験する
とのことである。熱中症の多発や、電力消

費の増加がさらなる負のスパイラルを生じ

させることを覚悟しなければならない状況

である。このように、残念ながら私たちは、

私たちが前世代から引き継いだ地球を同様

の状態で次の世代に引き渡すことはできな

いのである。

このことは、将来世代に対する現世代の

責任ということを改めて考えざるを得ない。

ふと思うことは、自分が将来世代の立場だっ

たら何と言うかである。皆さんだったら何

と言うか。私なら「どれだけ努力したん？」

だろうか。反骨心のある自分だから、多少

挑発的に問いかけてしまうに違いない。

90 年代初頭には地球温暖化の問題は知ら
れ始め、2000 年代に入ってからは普通の人
でも地球温暖化を話題にするようになり、ま

たそれを実感することも増えてきた。だから

将来世代から「温暖化のこと、知ってたよ

ね。」と言われても、「そのとおり」としか答

えようがない。もし、孫やその年齢層に「お

じいちゃん、おばあちゃんは私のことは心配

してくれるけど、私が生きる世界のことはあ
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風

まり考えなかったの？」と訊かれたら、もう

絶句するしかなさそうである。

このことは、将来に何を残すべきか、と

いう本質的な問いに関係する。一つ想像し

ていただきたい。一面の焼け野原を。そして、

その真ん中に一軒の家だけが残っている様

子を。やや極論ではあるが、このような姿

が我々現世代が次の世代に引き渡そうとし

ていることではないか。「家」のような個人

的で身近なものを残し、そこで生活を営ん

でいくための周辺の基盤となるものを残さ

ないという状態である。環境というものは、

普段気付きにくいかもしれないが、人々が

生きていくうえの「基盤」であり、「生きる

世界」である。それを損なってしまってい

るのが現在の状況であり、将来世代の生き

る可能性を低下させているのが私たち現在

世代である。

より正確にいえば、我々が次の世代に残

すことになる地球環境は、一面の焼け野原

というような何も残っていないものではな

い。しかしながら、極端な気象を起こして

被害を生じさせ、将来世代や「家」にも危

害を加える地球環境である。

さて、IPCC が地球の温度上昇が 1.5℃を
超える可能性が高いというのならば、我々

はそれが現実と受け止めて、前世代から引

き継いだ地球を同様の状態で次の世代に引

き渡すことは諦めることになるのだろうか。

答えは否であろう。確かに、これまでとは

違う地球を引き渡すことはもはや認めざる

を得ないだろう。しかしだからこそ、その

ような状態にしてしまったからこそ、その

改善となる糸口や可能性を最大限広げてい

くことに努力すべきであり、それが現世代

の責任といえるものではないだろうか。将

来世代から「最後まで努力していたよね。」

と言われる位にはせめてなりたいものであ

る。IPCC の第 6 次統合報告書の公表を契機
に、改めて私たちの責任とできる努力を考

えてみたい。

個人の努力には限界があるので、世の中

の仕組みも同時に変えていく必要があるだ

ろう。新たな技術開発や導入で、脱炭素を

目指すのは一つのアプローチだろう。より

よい技術を将来に残すという方向である。

また、技術というハードなものだけでなく、

制度や文化といったソフトなものも残す必

要がある。文化は環境文明の十八番であり、

今さら繰り返す必要はないので、制度につ

いて述べておきたい。

炭素税などといった環境政策の導入が一

つの典型例だが、そもそもの社会意思決定

に将来世代への配慮を行うことを組み込む

という方向もある（そのような制度の類型

をまとめたところなので、興味ある方は『環

境経済・政策研究』第 16 巻第 1 号を参照い
ただければ幸い。https://doi.org/10.14927/
reeps.rev1601-001） 。民主主義の基本原理
には「All-Affected Principle」という、民主
主義の意思決定で影響を受ける者全てが民

主主義の母集団となるべきという考えがあ

る。この考えによれば、現世代の決定に影

響をうける将来世代の意見を、誰かがきち

んと代弁・表明する必要がある。実はこの

考えをすでに制度化している国が他国に存

在する。有名なのがウェールズの将来世代

コミッショナーの制度である。政府や公的

機関の幅広い判断・意思決定に対して、オ

ンブズマンのように、将来世代の立場から

指摘・勧告を行うものであり、調査権も有

している。こうした社会での決め方を変え

る基本的な制度の検討や導入・実践を行う

ことも現世代の責任の果たし方の一つだろ

うと思う。



地域金融の現状と信用金庫の新たな役割
～ SDGs、脱炭素、環境力大賞との関係性～

髙橋　一朗 ( たかはし　いちろう／西武信用金庫　理事長）
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１．はじめに

西武信用金庫と環境文明 21 とは、第４回
(2011年度 )環境力大賞を受賞以来、10年以上、
様々な形で連携させていただいてます。　

当時はまだ金融機関が環境分野、脱炭素

には縁遠い感さえあった中、私たちが先進的

にトライアルしていた幾つかの環境事業に着

目、評価をいただいたものでした。

その後、時代は大きく進展、SDGs に代表
されるように金融機関も環境施策、脱炭素の

主役になるべきと言われる時代になりまし

た。そこで今回は、金融機関の中でも私たち

地域金融機関、とりわけ協同組織、協同組合

である信用金庫の果たすべき 21 世紀的役割
や環境文明 21、あるいは環境力大賞との関
係性の強化などについて、一私見ですが寄稿

させていただきます。

２．地域金融の現状

金融の置かれた現状を俯瞰すれば、20 世
紀の人口増加を背景とした経済成長は終焉

し、人口減少社会の到来とともに企業の資金

需要は後退、金融機関は本来の機能である資

金循環、預金を集め、融資を行い、経済成長

に資することが難しくなっています。21世紀、
上場企業の多くが無借金となり、大手銀行で

は国内逆ザヤとも伺います。一方で、地域経

済の主役である中小企業の疲弊も長く続き、

かつての高度成長期、多くが黒字だった時代

から、現在は７割近くが赤字という統計さえ

あります。結果として、地域金融を担う地方

銀行や信用金庫の預貸率や収益性は後退、厳

しい経営状況が続き、その数を大きく減らし

てしまいました。

その中で、当金庫では 30 年ほど前に、こ
うした低成長時代を予測し、従来型の金融か

ら大きく舵を切り、取引先中小企業の本業支

援、売上拡大や技術開発までを私たちの第一

の仕事とするビジネスモデルに取り組んで参

りました。また近年は中小企業の環境対応支

援や地域の NPO 支援などを通じた地域・社
会貢献事業にも注力し、街づくり事業も拡大

してきました。ただ、私たち金融機関職員に

は欠ける専門知識やノウハウは、それを持ち

合わせた専門家やプロの力を借り、幅広い皆

様との連携をお願いしています。金融より先

に、様々な手段で、あらゆる機会を通じ、お

客様の決算書を良くする。そのことで不良

債権の発生を抑制し、また、前向きな金融に

より地域経済の発展を支える逆転の発想でし

た。そして、その根幹にあったのが、信用金

庫の原点である「協同組合」の理念でした。

３．信用金庫の原点

信用金庫は昭和 26 年、戦後復興の中、信
用金庫法制定により、誕生した金融機関です。

それぞれに地域を限定し、銀行が融資しない

中小零細企業専門の金融機関として活動し、

その後の高度成長期、半世紀以上、旺盛な資

金需要に応えることで地域経済の発展に寄与

し、20 世紀は金融機関としての役割を十分
に果たせていました。しかし、21 世紀にな
り単純な金融は行き詰まっています。

信用金庫の原点である「協同組合」をさ

らに遡ると江戸時代後半から明治初期にかけ

て、法的にも何も規定されていない時代、地

域の人々が自ら集まり、「相互扶助」の理念

の下、地域を良くするために自発的に「協同」
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したことが原点です。維新という時代の大変

革期に翻弄される中、力の小さな人々が協力

して事業を行ったり、資金を出し合い、融通

し合い、時代の変化に対応しました。以降、

信用金庫になるまでは、預金を集める金融機

関ではなく、事業を「協同」することで役割

を果たしていました。

当金庫のビジネスモデルは、高度経済成長

の終焉、バブル経済破綻という維新に匹敵す

る経済環境の変化に対応するために、協同組

合の原点の理念に帰り、経済的合理性を優先

する金融機関である前に、経済的合理性のな

い協同組合として、お客様の本業を支援、「協

同」することを念願しました。その結果、業

界トップランクの預貸率を維持、堅調な経営

を継続して参りました。

４．協同組合とSDGs、脱炭素との親和性

しかし 21世紀になり、デジタル化の急速な
進展や本格的な人口減少時代の到来、ロシア

の侵略が端緒となった資源、エネルギー高は、

簡単には元に戻らないのかも知れません。そ

うした中 SDGsや脱炭素など、過去に経験の
ない大きな変化に対し、私たち金融機関はお

客様と共に立ち向かい、乗り越えて行かねば

なりません。信用金庫のみが持つ協同組合と

金融機関という、ある意味矛盾する二面性を

活かすことで、再び、その役割を果たすこと

ができるのではないかと思っています。

特に協同組合の理念にある「相互扶助」は、

SDGsが掲げる「誰も取り残さない」精神にも
通じ、17の目標はどれもが協同組合の目指す
ものと極めて親和性が高いと思います。決し

て地球規模のゴールではありませんが、地域

ごとのゴールの合計が地球になるとも考えて

います。協同組合である信用金庫こそ、SDGs
を推進しなければならないとも思います。

しかし、私たち金融機関には、環境問題や

脱炭素についての高度な知見が備わっていま

せん。そこで、重要なのがそれに通じた方々

との強固な連携・協力であり、当金庫では、

環境文明 21との従来からの連携関係は極めて
有効なものとなっています。

今、金融機関に求められているのは、金融

機関自体の環境施策の実行は当然として、取

引先企業、中でも中小零細企業の環境施策を

支援し、時代にお客様が取り残されないよう

にすることです。その環境施策の遅れが、お

客様の経営に大きなダメージとなる時代です。

このことは、巡って金融機関の経営に影響を

与えます。一方で、戦略的に環境施策に先手

を打ち、上手く対応出来れば、強みになり、

メリットは利益にもなり、お客様の利益が金

融機関の利益になることも間違いありません。

　

５．環境力大賞の活性化に向けて

中小企業の脱炭素や環境対応意識の高揚の

有効な機会となっているのが環境力大賞です。

受賞に向けトライすることで改めて各社の取

組を見直す機会となり、受賞することでさら

に施策が加速されます。また、受賞企業を範

として広く紹介することで、新たに取組を開

始する企業の裾野を広めてもいます。

しかし残念ながら、信用金庫全般や中小企

業を巻き込むような大きなムーブメントには

なっていません。そこで今後は、もっと多く

の信用金庫に参加を促すことや、歴代の受賞

企業による紹介や、推薦を活発にしてはどう

かと思います。また、受賞企業による講演会や

セミナーを一般向けに定例的に実施、その取組

を共有化することも効果があると思います。

いずれにしても、SDGs、脱炭素は、これ
からが本番です。当金庫も、環境力大賞にこ

れまで以上にご協力させていただくことで、

地域金融機関、協同組合としての新しい役割

を果たして参りたいと思います。



「木ズナのもり」－多様性の融合による
クリエイティビティ－

大場　龍夫 ( おおば　たつお／株式会社森のエネルギー研究所　代表取締役／
2014 年度「経営者」環境力大賞受賞）
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●株式会社森のエネルギー研究所と自己紹介

㈱森のエネルギー研究所は、今から 21 年

前にできた会社です（略称：森エネ）。森エ

ネは、持続可能な森林・林業そして木質バイ

オマスの活用によって、化石燃料による二酸

化炭素の排出を減らし、地域を活性化させ、

持続可能な社会への転換に貢献する調査、研

究、計画、設計、実施、運用に至るプロジェ

クトを年間 30 ～ 50 実施しています。

森エネのミッションは、「私たちは、森林

資源の多様な性質を最大限に活かすことを通

じて、人が森に感謝し、人と森のつながりを

再生し、地域を活性化し、地球温暖化を防止

しながら、豊かな持続可能社会への転換に貢

献すること」です。創業してから今までの 21
年間を振り返ってみると、社会はある程度問

題意識を持ち、部分の解決はするようになっ

たものの、一方で全体の問題、例えば地球環

境問題は全く解決されていないどころか、さ

らに深刻化しているという状況です。そのた

め、さらに深い問題意識が必要であり、全体

の問題を解決するために世界が一つになって

取り組まなければならないことは明確です。

このような最中、世界はコロナパンデミッ

クになり、 会社でも在宅勤務が当たり前に

なって、本社はあまり人がいないガラガラ状

態になりました。このままでは部屋が広すぎ

るため、縮小するか、逆に理想的なモデルを

つくるか迷いましたが、意を決して理想を追

う決定をしました。それが「木ズナのもり」

です。以下に概要をお伝えします。

●「木ズナのもり」設立の背景

 「木ズナのもり」は、同じ地域で福祉事業

を展開する知創㈱の発知社長との出会いに

よって成立しました。１Ｆには、知創が運営

する障がい者就労支援施設が入所し、２Ｆに

は森エネ本社が入所するコラボレーションオ

フィスです。協業としては、森エネの社内起

業によってできた㈱森のいいこと（伊藤 明

香 代表取締役）が、薪づくり、木工品の企

画、ドライフルーツ・ドライ野菜の企画・販

売を行い、知創がその商品を障がい者と一緒

に製造するという役割分担です。

始まりは、プロジェクトリーダーからこの

人だと発知社長を引き合わせてもらい意気投

合したことからでした。一緒にやることに決

めたポイントは、発知社長の問題意識でした。　

森エネのテーマは、一言で言えば「自然と人

の分離断絶から、 自然と人の融合を図るこ

と」ですが、発知社長の起業の問題意識をお

伺いすると、それは「障がい者と健常者の壁

をなくすこと」でした。これを聞いて、「ああ、

これは一緒だ！」と感動のスパークが起きま

した。人は、出会いによって世界が広がって

いくものなのだと改めて思います。

知創のメンバーを含め、この施設を建設す

るために、これまで繋がりのあった、またこ

の機会に繋がりを頂いた多くの企業・地元の

方のご協力がありました。このプロジェクト

を機会に、さらに深い関係性をつくり、未来

に向かって新たなプロジェクトの共同実施に

繋がる種にもなって欲しいと願っています。

●木ズナのもりの名称由来と多様な意図

 「木ズナのもり」の名称は、社内で公募し

て1位を獲得したものです。意味は、多様性

に溢れる仲間が集まり共創・協業が生まれ、
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育っていく基地のような存在となれるよう願

いを込めています。絆を木ズナに掛けて、多

様な繋がりによって多様性の結合がさらに多

様性を生み出す世界を表現しています。漢字

とひらがなとカタカナという3つの表現がで

きる日本の言語の多様性の特徴も取り入れま

した。

 「木ズナのもり」の背景には、プロジェク

ト自体に多様性の結合による創造をするた

め、様々な人、様々な企業・団体、様々な意

図を結集しています。それは、多様なタイプ

の人が、多様なポジションで一つのゴールを

目指していく、サッカーゲームのようなもの

だとイメージしています。

●異質性が融合する和の国・日本のミッション

 「木ズナのもり」も楽をしようと思えば、

始めなかったと思います。事務所を縮小すれ

ばコストも削減できるし、余計な苦労もしな

くて済むからです。楽ではないからこそ葛藤

も起きます。例えていえば一方はブレーキ

で、もう片方はアクセルです。ブレーキは、

危険を避ける方ですし、アクセルは危険を乗

り越える方です。もし心からの意志の力を使

わないで、生命レベルの脳の働きに任せてい

れば、アクセルとブレーキを同時に踏んでし

まい、エネルギーを消耗し、最終的にはパ

ワーが無くなっていくことでしょう。人間

は、これを無意識のうちにやっています。

しかし、何をすればよいかが明確になり、

アクセルとブレーキを気持ちよく使い分け

て、真っすぐに実践行動ができれば、無駄な

エネルギーの消耗はなくなり、エネルギー効

率が最高になり、環境をどんどん変化させて

いくことができるので、環境改造が楽しくな

り、善い循環が起き、ますます行動に拍車が

掛かっていきます。そして、未来を切り開き、

人間の可能性を開いていく選択により、持続

的な発展のために環境を改造していく能力が

大きくなっていくことでしょう。明治維新の

ように、過去に囚われずに、新しい何かを次々

と生み出していければ最高です。

持続可能な社会になるためには、全世界、

全人類が一致協力して、問題を次々と解決し

ていく必要があります。そのために、多様な

異質性がバンバン融合していける共通土台が

必要です。全ての観点の障壁が取り払われ、

多様な異質性の融合を自由に起こせる共通土

台を持った時、問題を解決するクリエイティ

ビティが爆発していくことでしょう。

日本は和の国であり、真の和は、多様な異

質性が融合する姿です。日本からそのモデル

が生まれ、世界をリードすることで、人類の

未来が花開いていくはずです。それが日本の

ミッションであると確信します。 私たちの

チャレンジがそのヒントになれば幸いです。

「木ズナのもり」の施設概要

・所在地：東京都青梅市東青梅 4-3-1
・延床面積：196㎡（１F98㎡、2F98㎡）
・構造：木造 2 階建て
・竣工：令和 4 年 1 月
・主な国産木材と産地
　柱材：スギ、ヒノキ（多摩産材）建具：スギ（多摩産材）、
　床：クリ（福島県）、テーブル：モミ（多摩産材）
　木材使用量：36m3（CO2 固定量：28t-CO2）
・エネルギー
　ZEB ランク：「ZEB」年間エネルギー消費量が正味 Zero
　太陽光発電装置：出力 11.9kW、年間発電量：12.93MWh
    蓄電池：鉛蓄電池 （CFB カーボンフォームバッテリー）
    蓄電容量：26.4 kWh
    薪ストーブ：暖房用、ドライフルーツ製造用 出力 8kW「木ズナのもり」に込めた多様な意図
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【大賞】

　浅沼　晃　氏

　盛岡信用金庫　理事長

「私の環境力～地域と一蓮托生～」

本店を岩手県盛岡市に

置く盛岡信用金庫は、明

治 36 年 に 設 立 さ れ、 今

年 1 月に 120 年を迎えた

全国で 5 番目に長い歴史

を持つ信用金庫です。預

金 残 高 は 東 北 地 区 27 金

庫中第 5 位、貸出残高は第 4 位の規模です。

創業の精神である「共存同栄」（地域に根差

し、地域と共に発展する）の下、昭和 2 年に

建てられた本店社屋で営業を続けています。

信用金庫とは、相互扶助の精神で組織され

た非営利の協同組織金融機関です。営業エリ

ア内で個人や中小企業などを取引先としてお

り、地域に根差した営業活動が求められるの

で、地域の発展なくして金庫の発展なしとい

う「一連托生」の考え方で業務に取り組んで

います。

SDGs は様々な社会課題を取り上げていま

すが、社会が求めるそれら課題の解決に向け

て、当金庫も微力ながら、関係自治体、企業、

団体と連携を図りながら対応しています。

SDGs 活動の中で環境問題への取組も進め

ており、その一つとして、域内での再生可能

エネルギーを活用した事業の継続的推進・支

援があります。当金庫では東日本大震災以前

から実施し、「地産地消方式」の環境ビジネ

スの確立に取り組んでいます。

具体的には、地域に豊富な森林資源を活用

した木質バイオマスの推進と、木質バイオマ

スを使った地域熱供給に必要な蓄熱管埋設と

エネルギーステーション建設の支援です。こ

れらは、小規模分散型で災害にも強く、新た

なビジネスや雇用の創造につながるだけでな

く、エネルギー地産地消の実現により、エネ

ルギー代として地域外に流出していた資金を

地域内で循環させ、地域の活性化を図ること

ができ、循環型社会の形成に資するものです。

二つ目は平成 24 年から令和 8 年までの 15
年間で実施する森林整備活動で、地権者十数

名の同意を得た民有林での活動となっていま

す。また平成 20 年からは、八幡平松尾鉱山

跡地での植樹・育樹活動も実施しています。

更に本業の金融業では、盛岡広域自治体と

連携し「もりおか SDGs ファンド」を立ち上

げ、社会課題の解決を目指す企業に投資し、

経営へのハンズオン支援を行う取組も実施し

ています。一例として、株式会社盛岡書房が

実施する長期入院病児への絵本寄付活動「象

と花プロジェクト」への支援があります。マ

スコミでの報道により活動が広く共感され、

取組が広がっているところです。これらの活

動は、当金庫だけで行えたわけではなく、地

域の様々な法人、個人との連携があってのこ
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とです。

これからも、地域の期待に応え、活力を引

き出し、環境と調和した経済の姿を探求した

いと考えています。

　尾島　敏也　氏

　斉藤商事株式会社　代表取締役

『未来を語れる企業であるために』　 

  ～ SDGs の取組とサステイナビリティ経営～

当 社 は 創 業 58 年、 設

立 46 年 を 迎 え る、 企 業

向けのユニフォーム、ス

ポーツウェア等の製造卸

販売を行なう会社です。

顧客のニーズに迅速に

対応するため、提案、企

画、デザイン、生産から在庫管理まで一括し

て請け負い、「満足から感動へ、そして感動

から感謝へ」を企業理念に、環境・社会・経

済の持続可能性の向上を目指した事業活動を

行なっています。

大手企業との取引も多い当社は、顧客との

信頼関係構築のため 2003 年頃から ISO14001
の取得を目指しましたが、従業員十数名の当

社が認証を取得することで、事業規模に関わ

らず環境保全に貢献できるとのメッセージ

になると気付きました。2005 年の認証取得

後は、電力削減、コピー用紙削減、ごみ廃棄

量削減等、自社で取り組める項目での活動を

20 年以上継続しています。

また持続可能な経営に向け、社会から信頼

され選ばれ続けるためにも、SDGs のうち９

つの目標に取り組んでいます。目標 3「全て

の人に健康と福祉を」では、廃棄になる製品

のガレージセール収益の全てを日本盲導犬協

会に寄付し、同協会で社員の体験研修も実施

しました。 また目標 11「住み続けられる街

づくり」では、月 1 回の清掃活動により地域

の環境整備に貢献し、地域社会とのコミュニ

ケーションにも役立っています。目標４「質

の高い教育をみんなに」では、顧客に対し最

善の提案ができるよう、現場での体験を通じ

た社員の能力向上に努め、海外研修も含め社

員の挑戦をバックアップしています。目標 5
「ジェンダー平等を実現しよう」では、大手

ドラッグストアの要望を機に、性別を意識せ

ず着用できるユニフォームを考案・提供して

います。さらに、既存ユニフォームの廃棄に

は、焼却時に発生する熱を利用するサーマル

リサイクルプランを提案し、着用者の環境意

識向上に寄与しています。 目標 13「気候変

動に具体的な対策を」では、福島県での東北

大 震 災 復 興 支 援 J ク レ ジ ッ ト に よ り カ ー ボ

ンオフセットを実施し、2013 年～ 2022 年で

CO2 削減約 885 トンを達成しました。排出権

付きユニフォームの販売を通じ、顧客ととも

に世界的な環境問題解決のために行動してい

ます。目標 14「海の豊かさを守ろう」では、

サトウキビ由来の原料を使用したバイオマス

度 80％以上の梱包資材を使用し、CO2 削減

と同時にプラスチックごみ問題にも対応。

当社は、 目標 17「パートナーシップで目

標を達成しよう」を念頭に、顧客の描く未来

を、ユニフォームを通じて具体化し、将来の

地球環境を考えながら、企業活動を通じて未

来を語れる会社でありたいと考えています。

環境問題への対応が企業価値につながり、サ

ステイナブルで安心できる社会の実現にも貢

献できると確信しています。
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　畑元　浩　氏

　株式会社スイシン　代表取締役

「今まで利用されずに捨てられていた排温水

から「熱エネルギーを回収利用」化石燃料・

CO2 削減で脱炭素推進」

当 社 は、 水 と エ ネ ル

ギーを通して循環型社会

に 貢 献 す る こ と を 目 指

し、群馬県高崎市で 1997
年に創業しました。水処

理の中でも、半導体や液

晶パネル製造時に使用す

る超純水、清涼飲料水・医療用・生産工程等

で使用される純水などの用水製造の他、各種

工場での排水処理も行って参りました。

温泉や温水を使用する施設の排水処理を

行っている中で、ゆで麺機、食器やケースの

洗浄機、各種生産設備等で使用した温排水が

そのまま排水されていることに気付きまし

た。エネルギーがもったいないと思いました

が、当時は 100℃以下の温排水の熱回収を可

能にする装置は存在しませんでした。

そこで、これまで捨てられていた温排水の

熱を水道水などに移すことでエネルギーを再

利用することを思いつきました。熱回収をし

たいと考える企業にとっては、メインテナン

スが簡単で、燃料費が削減できることがポイ

ントになるため、分解洗浄しやすい熱回収装

置「Ricalo+」 を 2016 年に自社で開発しまし

た。電力・燃料エネルギーがかからず、ラン

ニングコストも発生せず、ボイラーの燃料費

削減、CO2 削減にもつながる「Ricalo+」の設

置により、温排水の持つ熱エネルギーの約 7

割が回収出来ます。現在では食品工場を中心

に導入が進んでおり、開発から 5 年半の間に、

全国で約 200 台が導入されています。

今後、食品製造業において完全導入が実現

す れ ば 約 9 万 台 の 市 場 規 模 が 見 込 ま れ、 そ

の場合の CO2 削減量は年間 325.92 万トンに

なると試算されます。これは 40 年杉 52,200
万 本 が 1 年 間 に 吸 収 す る CO2 と 同 等 の CO2

削 減 に な り、 食 品 製 造 業 界 全 体 の 14.0％ の

CO2 削減を意味します。

当 社 は「Recalo+」 の 開 発 に よ り、 脱 炭 素

や地球温暖化防止に対し、微力ながら新たな

解決策を提案できたと自負しています。今後

は、更に「環境力」を経営の中核に据え、熱

エネルギー回収利用技術の向上、自社商品ラ

インナップの充実、水処理事業と熱回収事業

の両面からの環境問題へのアプローチ、海外

企業での導入推進を進め、化石燃料の使用削

減、CO2 排出量の削減により、地球規模の気

候変動リスク低減に寄与できる開発型企業と

して社会に貢献したいと考えています。

　吉本　英代　氏

　株式会社ゆいわーく　代表取締役

「私の環境力～最小限のエネルギーで

　最大限の成果を～」

当社は保険代理店とし

て東京都杉並区、鹿児島

県の奄美大島、徳之島に

支店を置き、それぞれの

地域性を活かした営業活

動を展開しています。保

険業の他に、電動車椅子

の販売や農業法人としても事業を実施し、地

域社会と一体となり地域の活性化を目指して

います。私が徳之島の出身ですので、徳之島
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の方言で人々が助け合いながら作業をすると

いう意味の「ゆいわく」を社名にしました。

互いに助け合い、強く結びつくことを大事に

しているという意味を込めています。

奄美群島は、奄美大島、喜界島、加計呂麻

島、徳之島、沖永良部、与論島により構成さ

れており、昭和 28 年までは米国統治下にあ

りました。今年は本土復帰 70 周年の節目を

迎えています。

コロナ禍では、2020 年 4 月から徳之島で

のリモートマネージメントに挑戦しました

が、思いのほか業績が上がり、奄美大島の代

理店との合流も実現しました。私は常々、生

産性向上と品質向上を意識し、最小限のエネ

ルギーで最大限の成果を挙げることをモッ

トーにして経営にあたっています。生産性の

向上により、 人間活動で排出される CO2 を

最小限に抑えられると考えているからです。

例えば、当社は 70 歳以上の高齢者４名が保

険営業に従事していますが、仕事を続けるこ

とで自己管理・健康維持ができ、医療費負担

軽減、 医療行為による CO2 排出削減に繋が

ります。

また顧客本位、生産性向上、品質向上とい

う経営姿勢は脱炭素にも通じると確信してお

り、保険会社と連携したグリーンイノベーショ

ンの取組として、保険契約時の面談のオンラ

イン化等、完全ペーパーレス化を目指してい

ます。東京、奄美、徳之島の 3 拠点を繋いだ

営業活動は地方創生にも役立っています。

さらに徳之島では保険を核とした多角経営

を実施。農家の高齢化問題に対し、当社農業

事業部が後継者のいない高齢農家に寄り添

い、農産物栽培のノウハウを引き継ぎ、畑を

借り受け、農作業は若者が担い、高齢者にも

可能な限り従事してもらうことで、 地方創

生、高齢者雇用に貢献しています。また農耕

器具の放置による産業廃棄物化を防 ぎ、 リ

ユースにより CO2 排出抑制にもなります。

奄美大島では、島民と島外の家族をデジタ

ルでつなぎ、ふるさと納税の呼びかけや来島

者誘導にも寄与しています。東京では、徳之

島の農産物を子ども食堂等に寄付し、奄美大

島、徳之島についての理解促進に一役買って

います。今後も、事業活動で脱炭素を進めな

がら社会貢献に取り組んでいきたいと考えて

います。

【奨励賞】

　中村　慎一郎　氏

　株式会社日精ピーアール　代表取締役

当 社 は、 創 業 88 年 と

なる印刷会社です。カタ

ログ、パンフレットなど

商業印刷物の製作を主に

行っており、本社は東京

都千代田区に、印刷工場

は 足 立 区 に 置 い て い ま

す。近年ではウェブ動画制作を始めとしたデ

ジタル媒体事業、イベント運営・出展支援事

業、紙以外への印刷を行うノベルティグッズ

事業など、 顧客ニーズに対応した総合プロ

モーション企業への転換を図っています。

当 社 の 環 境 へ の 取 組 は 2007 年 に 遡 り ま

す。 先 代 が 環 境 経 営 の 重 要 性 に 気 付 き、 当

社も本気で取り組まなければ将来はないと

確 信 し、 粘 り 強 く 社 員 を 説 得 し、 廃 液 が 出

ず環境に配慮した印刷方法である「水 なし

印刷」 の取組を始めたのです。 技術的に難

しく、 コストもかかるなど様々な困難を乗
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り越え、現在ではすべてを水なし印刷で行っ

て い ま す。 水 な し 印 刷 機 の 導 入 に 続 き、 環

境に配慮した FSC 認証紙、揮発性有機化合

物を含まない Non-VOC インキの使用、工場

での一部グリーン電力使用、 カーボンオフ

セット導入など、 その後も環境経営の取組

を深化させてきました。

今回の受賞はこれまでの取組への客観的な

評価となり、自信と信念を持つことが出来た

だけでなく、取組の成果を、数値を用いたエ

ビデンスとして示す必要性に気付くことが出

来ました。今後も、更なる高みを目指して環

境経営に邁進する所存です。

（文責：事務局）

【21 世紀の社会をリードする経営者の資質】

 1. 情報を公開し、公正な競争に率先して取り組む勇気

 2. 100 年先を見通した中長期的な企業価値を設定し、その価値を浸透させる情熱と達成する戦略性

 3. 国内外の時代の潮流を洞察し、先取りする力

 4. 他社とも協働して、社会に対する責任を果たそうとする意志

 5. 地域社会との交流を大切にし、その伝統や文化を尊重する意思

 6. 経済と環境を一体化しようとする意志

 7. 働くことの価値を認め、自社で働く全ての人々の働く意欲を高める力

 8. 事業を大きくしすぎない勇気

 9. 科学を理解し、経営に活かす力

10. 技術やサービスの動向を常に把握し、経営の発展に繋げる力

11. 人知の及ばない大いなるものへの畏敬の念

12. NPO を含む全てのステークホルダーとコミュニケーションをとる力

経営者「環境力」大賞は、環境文明 21 が提案している以下の 12 項目に即してご自身の「環

境力」を自己評価していただき、その結果と企業経営に関連する資料とヒアリング結果に基づいて

大賞受賞者を選考しています。

前 段左より：中村氏、畑元氏、　　

尾島氏

後 段左より：大場氏 ( 環境力ク

ラブ監査役 )、林氏 ( 環境力

クラブ会長 )、藤村代表、加

藤顧問

※大賞受賞の浅沼氏、吉本氏　　

　は Zoom で参加されました。



話題提供「カーボンニュートラルに向けた取組ー DX 戦略から GX へ：

　　　中小企業の出来ること」　～「ムリ・ムダ・ムラ」取りへのリーダーシップ～

林 英夫 氏（ 経営者「環境力」クラブ 会長

武州工業株式会社 相談役）

設立 71 周年目に入った当社は、従業員
150 名、年商 16 億と規模を大きくするの
ではなく、自動車部品や医療機器の部品の

製造を国内生産にこだわり行っている。製

造業では「ムリ、ムダ、ムラ」を減らし効

率性を上げることが環境対応になり、環境

に配慮した活動が結果的に生産性の向上、

GDP の向上につながると考え、これを日常
の生産活動に適用している。ESG 投資が進
むこの時代、サプライチェーンを含めた活

動が企業全体の活動と見られるため、これ

まで CSR 中心だった大企業の目が中小企業
にも向けられるうになったと感じている。

1.「日本人のマインド」と「SDGs」

近年多発する気候災害を受けて、中小企

業も何かアクションを起こさなければなら

ないと考え、環境負荷を可能な限り減らす

べく、かなり以前から IT 活用による DX 推
進、効率性向上を目指してきた。

当社では効率性を上げることで、日本人

が日本で、残業なしで価格は安く精度の高

い製品を作り、地域雇用を守って 55 年間赤
字無しを実現できている。そうした活動が

SDGs の 10 項目に当てはまり、「みんなで
SDGs」として各人のテーマで活動し、イン
センティブとしてバッジも配布している。

更に ISO も、データは記録のためではなく
使うために取るものと考え、効率性の観点

から活動は維持しつつも認証は取得せず、

ISO「卒業」を宣言した。
こうした当社の考え方について、今では

顧客からも理解を頂けるようになったが、

実は日本人のマインドを変えることはかな

り難しい。行動に移すには適切なインセン

ティブが必要。例えば、スーパーで客が商

品を奥から取ると手前の商品が期限切れ処

分されるが、その処理コストは商品に転嫁

されており、客は知らずにその分を負担し

ている。しかし期限切れ間近な商品の価格

を下げれば、それがインセンティブになっ

て客は購入し処理費も食品ロス（ムダ）も

削減できる。製造業でも歩留まりがあり、

顧客の求めに応じて厳しい検査を行った結

果、不良品の処理コストが製品価格にオンさ

れる。不要なところにまで完璧な品質を求め

るシビアさが、そのまま日本の消費者のマイ

ンドになっており、潔癖で良い点でもある

が、自分の首を絞めているとも言える。

2．デザイン思考

適切なインセンティブを設定して行動を

変えるのはなかなか難しい。当社では、中

期 5 か年計画をベースに、年度計画は策定
せずデザイン思考により 1 週間から半年の
短いサイクルで、PCDA の Plan と Do を同
時に行うが、仕事の良い設計（デザイン）

が良い流れを生むとの考えの下、データを

元に課題を見える化し行動を変えようとし

ている。タイムスタンプを使ってデータを

取り、従業員には現場の状況を時間軸で見

える化、データから課題を特定する。例え

ば品質検査作業では、昼食後から 3 時くら
いまで作業時間が一定しない時間帯があり、

ヒューマンエラーが起こる可能性があるこ

とがわかる。このようにデータで課題を見

える化するのが当社のやり方だ。

生産性の向上についても、「時間当たり出

来高」のデータを取って活用している。生
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じた利益の 1/2 は顧客、1/4 を従業員、1/4
は会社に帰するとした上で、「時間当たり出

来高」の向上でどれほどの利益が上がった

かを月次で組合と確認し利益分配の見える

化を図っており、これで生産性は大きく向

上した。現在では、品質向上のための月 4
時間の勉強会を勤務時間内に行っても生産

性は低下せず、むしろ「時間当たり出来高」

は改善している。

3．IOT、AI活用「サプライチェーン連携」

当社では、ウェブ版の生産管理システム

により社内各部署の情報端末からすべての

生産関係のデータが見られる。製造業の

POS（販売時点情報管理）を目指し「日々
決算」の仕組み導入に向けて活動しており、

プログラマーが現場経験を積んでアジャイ

ル開発（システム開発において少しずつ反

復的に作り進める手法）を行っている。な

るべく IoT を活用し、作業ペースのばらつ
きだけでなく改善につなげるデータも同時

に測定する。

CO2 排出量も「CO2 見えた君」と名付け

た機器で見える化し、各機械から排出され

る CO2 をセンサーで測定して機械ごとに表

示。集めたデータを基に、スコープ 1、2
や売上高当たりの排出量を算出し、プログ

ラムでわかりやすく見せている。サプライ

チェーン全体でのカーボンオフセットが必

須となる時代、データの見える化が会社に

とってプラスになると考える経営者が増え

て欲しいと考える。

4．AI画像外観検査機開発

当社で多数の社員が関わる製品の外観検

査を人から AI に置き換えようと考え、AI
検査機を導入した。AI を特定の一社に外注

すると汎用性がなくなるため、自社で開発。

API（ソフトウェアやプログラム、Web サー
ビスの間をつなぐインターフェースのこと）

も自社で組み、クラウド上の AI を使うため
にローカル 5G の実証実験も実施している。
AI 検査機の生産ラインへの導入が顧客に認
められるまで 1 年半近くかかったが、ESG
の進展もあり、ムダなコスト削減に賛同い

ただき、現在では AI 検査後にそのまま納品
できている。

5．共通EDI・伝帳法・

カーボンフットプリントの取組

AI 開発で関わったある大学のベンチャー
企業が、開発した AI の実装アイデアを求め
ていたことから、電子帳簿保存法の改正に

伴う文書電子化に AI を活用する提案をして
実証実験を手伝い、小規模企業でも使える

安価なソフト開発を目指して一緒に開発し

ている。

当社が目指す「日々決算」では、事務作

業削減のため、紙ベースの書類を会計ソフ

トにリンクさせ、共通 EDI（電子データ交換）
で取引先ともつないで、最終的には銀行取

引も含めて、受発注のための多様な事務系

処理の自動化を目指している。そのために

共通 EDI の実証実験にも参加している。　
これまで社内各部署の要請に応え、良い

設計、良い流れのために社内開発した様々

な仕組みを「武州テック」と呼んで当社の

DX とし、有料・無料で誰でも使えるように
3 ヶ年計画を立てている。将来に備え各社
で IT 人材の育成をしつつ、是非、「武州テッ
ク」を活用して環境負荷をさげる活動につ

なげてほしい。

（文責：事務局）
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環境文明２１での活動を通して

川本　悠月　( かわもと　ゆづき／ 2022年度インターン生 )

インターン報告

8 か月前、エシカルコンシェルジュ講座を
受けた直後、一部の人だけではなく、全て

の人が、社会全体が変化していくために必

要なことは何かを考えた時、社会の制度な

どのルール的な面からアプローチすること

の必要性を感じていました。その時、政策

提言を行っていることをきっかけに環境文

明 21 を知り、それに加え、文明に注目して
いるところに興味を抱きました。環境問題

が経済、社会、ライフスタイルなどいわば

文明の在り方と密接に関係しているという

考えに深く共感し、インターン活動を開始

させていただきました。

日本に対して漠然と危機感を抱きつつ、

何をしたらよいのか分からなかった中で、

まずは、日本の現状を知りたいと思ってい

ました。活動を通して、日本で環境問題へ

の関心が少ないのは、政治によるものが大

きいとの認識が強くなりました。コノヱさ

んは会報の中で何度も国に対する不信感を

訴えていますが、私も最近行われた首相の

施策方針演説で、脱炭素について述べられ

ることが明らかに少なく、地球温暖化にも

触れられていなかったことに不安を感じて

います。先日の環境文明塾では、ヨーロッ

パなど、経済が発展し福祉も充実するなど、

基本的なニーズが満たされたからこそ、環

境に関心を向けられるという考えを知りま

した。首相の演説でもあったように、日本は、

環境問題よりも物価上昇や防衛策、少子化

対策など、取り扱うべき問題が多いという

ことです。しかし、だからといって環境に

注目せず、というようでは本当に取り返し

のつかないことになってしまいます。

また、日本において無関心な層が多いの

は、環境問題を解決するためには今の生活

の質を落とさなければならないという「負

担意識」があるからであること。一方で、

個人だけの行動では 1.5℃目標には全く足り
ず、むしろ個々人の行動で満足してしまう

と結果的に現状の社会経済システムの許容

に繋がってしまうというのは江守正多さん

の考えです。ここからは、やはり、社会の

変革が必要であると感じます。環境文明 21
が主張するように、文明のあり方の見直し

が必要なのです。

以上のことに加え、インターン中には環

文ミニセミナーや環境文明塾での会社の方

の生の声など、たくさんの意見・考えに触

れることができました。様々な葛藤を抱え

ていらっしゃる社員の方の言葉は今でも心

に残っています。毎回、新たな発見が多く、

多くの学びがあったと共に、もっと学んで

いかなければという思いが強まりました。

そして、自分にできる、できるだけ環境に

負荷のかからない暮らしは当たり前に継続

していくと共に、それ以上に私たちが政府

へ、社会へ呼びかけることの大切さを知り

ました。一市民としての自覚を強く持たな

ければと思っています。

最後に、私は、環境文明 21 の活動がもっ
と広まってほしいと強く願っています。特

に会報はもっと多くの方に読んでもらいた

いです。People care when they know. の言葉
にあるように、人々は知れば気にかけ、知

らなければそのままです。環境問題だけに

とどまらず、その他の多くの問題について

も、目を向け、自分にできることを模索し

続けていきたいです。

14　環境と文明　2023年 4月号



環境文明社会づくり

         あれこれ (20)

源流（20）

加藤　三郎

OECD 環境委員会による
「日本の環境政策レビュー」

特別会合の暫定的結論を文書

化する作業は、加盟国からの

参加委員と事務局とで最終日

の前夜、ホテルニューオータ

ニの 39 階にある会議室で行
われた。この会合には、日本

側からは橋本道夫局長が参加

し、私は局長のアシスタント

として控えていたが、休憩時

にノルウェー代表が窓の外を

指さし、「加藤さん、この美

しい夜景を見ろ。これが日本

の公害対策の成果の何よりの

証拠だ。1,000 万人以上の人
が住みながら、これほどき

れいな空気を享受できると

は！」と興奮気味に語りかけ

た時、私は、日本のこれまで

の対策が大きな峠を一つ越し

たとの思いが、流星のように

胸の中にスーっと流れ込んで

きたのを実感した。

東京でのこのような作業を

経て、また 77 年 5 月のパリ
での環境委員会会合で合意に

達した結論は、実に示唆に富

むものであった。全文を掲載

したいところだが、紙面の都

合でそのほんのさわりの部分

だけを紹介する。まず結論の

冒頭部分では、「日本の環境

政策は、日本の特殊な事情（高

い人口密度）の下での急速な

工業化の結果として 60 年代
に起こった危機的な状況に対

応しつつ、急速に進展し、総

じてその目的を達成したとい

える。こうした成果は、日本

の政策当局の努力に対する社

会各層からの熱意ある支持な

くしては到達され得なかっ

たであろう。」と評価した上

で、日本企業の努力に対して

も、「設定された厳しい基準

がかなりの程度受け入れられ

たことは注目に値する。さら

に、企業はかかる基準の設定

から刺激を受け、これらの基

準を達成するための新技術の

開発に目覚ましい成果をあ

げた。」と総括したので、こ

れを見た日本のメディアは、

“ 日本は公害との戦いに勝利
した ” と大きく報じたものも
あった。

今後の環境政策への方向付

けに関しては、「日本の政策

が、（発生源が私的なものと

公的なものを問わず）公害防

止のみならず、より広く一般

的な福祉の向上、合理的な土

地利用、自然的・文化的遺産

の保護をも対象とした広範囲

な基礎をもつ環境政策

へと進展していくこと

が期待される。」と表

明した。これが、この

後日本でも展開されるように

なる「アメニティ（まちのた

たずまいの美しさ、静かさな

どを含む快適な環境）行政」

への契機となった。

このレビューの対象は日本

であったが、他の加盟国に

とっても、日本の経験から教

訓が得られるとして、結論の

最後のところで次のように述

べている。

(1�)日本の公害防止政策のよ

うな野心的政策は、似か

よった経済的・社会的環境

の下では、経済的観点から

みて耐え得ないものではな

い。これは、マクロ経済分

析のみならず、事実上の経

験からも確認される。

(2�)環境破壊の相当程度の危

険が明らかな場合には、適

切な科学的・経済的データ

が不足していることを理由

として、措置をとることを

延期すべきではない。

以上のように、OECD に
よる日本の環境政策レビュー

は、日本のその後の政策形成

にも大きな力となったが、私

自身にとっても思いがけない

展開の機会となった。（この

項つづく）
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今月のテーマ：経営者「環境力」大賞
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　将来世代に対する私たちの責任
～ IPCC 統合報告書の公表を機に…田崎智宏 1
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    「木ズナのもり」－多様性の融合によるクリエイティビティ－
…………大場龍夫 5
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〔環境文明社会づくり、あれこれ〕……………加藤三郎 15
〔うごき〕……………………………………………………16

環境文明 21 の主な動き（2023 年 3 月）

3 月 17 日 第二期環境文明塾第 5 回開催
3 月 23 日 グリーン連合幹事会に藤村代表参加
                廃棄物・3R 研究財団評議員会に藤村代表参加
3 月 31 日 第 24 回環文ミニセミナー開催

　　　　　　　　　　　　　

●正会員意見交換会

日時　2023 年 4 月 21 日（金）10:00 ～ 12:00
　　　※オンラインにて開催

●エコサロン大阪（関西グループ）

次回の会合について、日時、場所、内容は許斐（このみ）
さんにご連絡ください。
(tomato331.konomidaisy@gmail.com)

2023 年 4 月号
2023 年 4 月 15 日発行
第 31 巻　第 4 号　通巻 355 号
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■先月、息子が 5 年間通った保育園を卒園、今月から小学

生です。保育園の後半 3 年間はコロナ禍での休園、行事の

縮小、マスク生活等がありましたが、最終年度は人数制限

はあったものの行事は開催、友達と公園で気軽に遊ぶこと

もできるようになりました。公園での様子をみていると、

子どもの乗り物系玩具が昔とだいぶ変わったなぁと思いま

す。昔は、三輪車 → 補助輪付き自転車 → 自転車の流れが

主流だったように思いますが、今は小さい頃からペダルな

し自転車で遊んでいる子が多く、ペダルなし自転車 → 自転

車の流れで、早いうちから自転車に乗れるようになる子も

多いようです。ただし、三輪車や補助輪付き自転車に乗っ

たことがないと “ ペダルをこぐ ” という動作の経験がなく、

そこで少し苦労するケースも。我が家は都内の交通公園に

行って三輪車を経験させました。ちなみに保育園のお友達

と公園で遊ぶようになった当初、自転車にまだ乗れない子が

何人かいましたが、他の子から刺激を受けたようで短期間で

乗れるように。お友達の影響はすごいなぁと思いました。(M)
■３月末に久しぶりに別府に帰省。春休みとコロナ規制も緩

んだことで何処も賑わいが戻ってきたよう。そんな喧噪は避

けて、親戚や友達との再会を楽しんだり、かつての通学路を

歩いたり、ミモザや春の花々が満開の近くのフラワー園を散

策したり。高齢化も進み街並みも寂れていましたが、それで

もやはり故郷はいいものです。／「会の再活性化のために力

を貸して下さい」と常々願ってきた甲斐あってか、認定更新

通知も早々に届き、「21 の名に相応しく 21 世紀の間は続く

団体に」との言葉が添えられた寄付の申し出があったり。「長

く続けてきたからこそ得られた信頼」と所長共々、プレッ

シャーを感じながらも心が弾みます。今月中旬には正会員と

の意見交換も予定、活性化の糸口を皆で見つけ実践したいも

のです。／「子どもが生まれて、30 年、50 年先を考えるよ

うになった」と、環境問題にも熱心だった坂本龍一氏が死去。

政治家も経済界もメディアもそして私たち市民も、彼の音楽

と才能を愛するのなら、その心も引き継いで、場あたり的な

「脱炭素」「少子化対策」ではなく、本気で次世代のこと

を考えてほしいものです。 ( コ )

 
★ご報告

昨年度より進めておりました「認定 NPO」資格の更
新審査が完了し、3 月 30 日付にて東京都より認定を受
けましたことをご報告申し上げます。これも、会員の
皆様のご支援とご寄付などの応援のお陰です。心より
御礼申し上げます。

認定更新に伴い、これまで同様、当会へのご寄付は
確定申告で控除対象となります。今後とも何卒宜しく
お願いいたします。

認定更新：2023 年 3 月 30 日（東京都）
認定番号：４生都管第 1454 号
認定期間：2023 年 3 月 6 日から 2028 年 3 月 5 日
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